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　このテキストは、「最初に手に取る１冊」として役立つよう、普段の自分
の生活と並行させて学習し、行政書士試験に合格するための基礎知識をきち
んと身につけられるような構成となっています。
　行政書士試験で出題される科目は、学習範囲が広いため、優先順位をつけ
て学習することが効率的です。試験の合否に影響する重要項目、各科目の理
解に必要な基本項目をしっかりインプットし、知らなくても試験の合否には
影響せず、その科目の理解にも影響しない細目部分は大胆にカットして、メ
リハリをつけた学習が最良の学習方法になると思います。
　行政書士試験対策の基本的な学習プランとしては、最初のステップとして、
　①�テキストを使って、細目にはこだわらず基礎基本となる項目だけを「読

む学習」
　②�問題集を使って、良問をたくさん解きながら知識の定着を図る「解く学

習」
　③再びテキストに戻り、必要事項を意識的に「覚える学習」
の順に進めていきましょう。ここではあまり手を広げず、合格ラインの少し
上を狙った学習に絞ることがポイントです。
　そして、それができたら次のステップとして、自分の苦手分野の克服や加
点要素となる項目を増やすことを心がけましょう。
　本書は、2015年度試験において合格ラインの少し上を狙った学習をするた
め、最初のステップとして正しい道標となるよう、さらに、次のステップと
して少し手を広げた学習もできるようなものとしました。
　本書をご活用いただき、ぜひ、本年度の行政書士試験合格を勝ち取ってく
ださい。

ＴＡＣ行政書士講座

は じ め に
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基本的人権の保障003

国が親代わりとなっ
て私人の行動に干渉
する形での制約を、
「パターナリスティ
ックな制約」という。
このような制約は、
原則として許され
ず、人格的自律その
ものを回復不可能な
程度に永続的に害す
る場合など限定的な
場面で許されるにす
ぎない。

「公共の福祉」は他
者加害防止のための
制約であるといえ
る。これに対し、「パ
ターナリスティック
な制約」は自己加害
防止のための制約で
あるといえる。

「公共の福祉」は、
人権相互が矛盾衝突
する場合にそれを調
整するための原理で
あり、すべての人権
に内在するものであ
ると考えておくとよ
い。

1●公共の福祉
　憲法では、人権を永久不可侵の権利として保障している
（11条）。しかし、それは人権が絶対無制約であることを意
味するものではなく、人権も、社会や他人の人権との関係
で制約されることはある。例えば、表現の自由は他人のプ
ライバシーを侵害してもなお絶対的に保障されるものでは
ない。他人にプライバシーが保障される反面、プライバシ
ー侵害になる表現は制約されることもある。このように、
個人に保障された人権も、他人の人権との関係において制
約されるのである（他者加害防止）。

A B

裁　判　所

出版差止命令

プライバシー 表現の自由

なぜ公権力がＢの人権
を制約できるのか？
⇒公共の福祉が制約根
拠となる

2●私人間効力
　憲法の人権規定は、本来的には公権力との関係において
国民の権利・自由を保障するものである。しかし、国民の
権利・自由は私企業から脅かされることもある（ex.民間
企業による従業員に対する差別的取扱い）。
　そこで、このような私人からの人権侵害に対しても憲法
の人権規定を適用すべきではないかが問題となる。
　判例は、憲法はもっぱら公権力と個人との関係を規律す
るものであり、私人相互の関係を直接規律するものではな
いと示すが、民法の一般条項などの運用を通じて、私人間
にも憲法の規定が間接的に適用されることを認めている
（三菱樹脂事件、最大判昭48.12.12）。

私人間は「しじんか
ん」と読み、一般市
民同士の間という意
味である。

1 2 3

板書で理解

本書の特徴と使い方

３段階で理解度を自分で〇
印をつけましょう。重要度
の★印の数を目安に、１＝
一度は読んだ、２＝大体理
解できた、３＝確実に理解
できたとして進捗を確認し
てください。

視覚的にもインプットしや
すいよう「１テーマ見開き
２ページ」のレイアウトで
す。スキマ時間を使った学
習やまとめ学習にも効果的
です。

★印で重要度を把握できます。★★★＝優先学習テー
マ、★★＝ここまでは手を広げておきたいテーマ、★＝
余裕があれば取り組めばよいテーマの区分です。

毎回教室で受講生と接して
いる「ＴＡＣ人気講師の執
筆」によるものです。例年、
受講生からよくある質問な
ども踏まえ、つまずきやす
い箇所もケアしつつ、テー
マに沿ってわかりやすく解
説しています。



v

11

第
１
編

憲
法

第2章▶人権

板書で理解

憲法19条、21条、23条等のいわゆる自由権的基本権の保障規定
は、国又は公共団体の統治行動に対して個人の基本的な自由と
平等を保障することを目的とした規定であって、専ら国又は公
共団体と個人との関係を規律するものであり、私人相互間の関
係について当然に適用ないし類推適用されるものでない。（Ｈ
18-3-5）

❢ 確認問題
答　○
判例は直接適用説を
採らない。

間接適用説に立って
も、憲法の条文の趣
旨から私人間に直接
的に適用される人権
規定もある（ex.勤
労者の団結権、28
条）。

私企業が特定の思
想・信条を有するこ
とを理由としてその
者の雇入れを拒むこ
とは、違法ではない
（三菱樹脂事件、最
大判昭48.12.12）。

私企業が就業規則で
男女別定年制を定め
ることは、違法であ
る（日産自動車事件、
最判昭56.3.24）。

「公の秩序又は善良
の風俗に反する事項
を目的とする法律行
為は、無効とする。」
（民法90条）

B

A B A B

直接適用 間接適用

憲　法

本来

憲　法

公権力

民　法

憲　法

行為・規則
（差別的内容）

民法90条
「公序」違反だから無効

A企業
⇦

B

憲法14条では差別はダメと規定
されているから、これを民法90条
に取り込んで解釈すると、差別す
ることが公序に違反することに
なる

■判例〈百里基地訴訟（最判平元.6.20）〉
　自衛隊の百里基地の建設に際して国と私人との間でなさ
れた用地売買契約について、最高裁は、憲法9条は私法上
の行為について直接適用されるものではないと判断した。

板書で理解
側注には、「講師からのア
ドバイス」「用語をチェッ
ク」「条文を読む」「プラスα」
を設けました。本文で一通
り学習を進めたら、次は側
注の「プラスα」も含めて
知識を広げていきましょ
う。

最後に知識確認にもなるよ
うに１問１答式の問題を用
意してあります。

合格テキスト用のオリジナ
ル講義である「準拠　講議
ＤＶＤ」（別売）で講師と
一緒に勉強することも可能
です。また、本テキストは、
答練・模試がセットになっ
た「行政書士独学道場」で
の使用教材にもなっていま
す。

難解な文言を平易な記述と図表やポイント整
理を駆使することで、イメージで頭にインプ
ットできるよう工夫が凝らされています。
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₁ 行政書士の資格

₁．行政書士ってどんな人？
行政書士は、行政書士法に基づく国家資格者で、役所に提出する許認可等
の申請書類作成や提出手続代理、遺言書や契約書など権利義務・事実証明に
関する書類の作成などを行います。つまり、行政書士は、行政事務と関連す
る法律問題を取り扱う専門家であり、企業活動に必要な許認可申請等の書類
の作成や手続の代行をしたり、相続や契約のことで困ったときに相談に乗っ
たりする人だといえます。

₂．行政書士の業務って何？
⑴　行政書士の主な業務

行政書士試験ガイド

カテゴリー 主な内容
法人設立関係 会社の設立には定款作成からはじまりさまざまな書類を用意

して手続を行う必要があります。行政書士はこの準備段階か
らクライアントの相談を受け、会社設立までの一連の作業に
協力していきます。

国際関係 行政書士は、外国人が日本国内で生活をするのに必要な手続
や日本国籍の取得を希望する場合の相談などに携わり、必要
な書類の作成、手続の代行などを行います。

建設・不動産業関係 建設業や不動産業など営業を開始するのに許可の取得が必要
な業種が数多くあります。そのような許可申請業務、公共事
業の入札に参加するのに必要な手続業務、農地の転用や移転
の許可申請などの手続を行政書士が代わりに行います。

風俗関係業務 行政書士は、パチンコ店などの風俗営業店や飲食店の開業に
必要な書類の作成や申請手続、これらの開業に伴う相談業務
などに携わります。

その他の業務 行政書士は、遺言書の作成に関する相談など遺言相続業務、
著作権登録申請業務や著作権に関する相談など著作権関連業
務、その他、内容証明書の作成に関する相談業務などにも携
わります。
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⑵　行政手続の代理
企業が何らかの事業活動を行うにしても、多くのものは自由勝手にできる
わけではなく、国や都道府県の許認可を取得しなければならず、また、事業
継続には許認可の更新手続もきちんとしなければいけません。また、外国人
が日本で生活するのにもさまざまな手続が要求されています。これらは、法
令等の規定に則り、必要な書類を正確に作成し、添付書類を不足なく集めて、
官公庁へ提出し、受理してもらわなければなりません。こういった行政手続
は、本人でもできますが、煩雑でわかりづらい作業であるため、行政手続の
専門家である行政書士が必要とされています。

⑶　相談業務
最近では、許認可書類の作成だけではなく、起業や許認可手続に関する相
談、遺言相続に関する相談（例えば、遺言書や遺産分割協議書の作成に関す
る相談）や消費者問題に関する相談（例えば、クーリングオフや契約解除に
関する相談）などを中心に、企業や市民に身近な法務相談の専門家として活
躍している行政書士も増えています。

₃．行政書士資格取得後の展望は？
行政書士資格取得をきっかけに、他の資格にチャレンジする、独立開業す
る、法律事務所等法律関係の職種に転職するなど、さまざまな選択肢があり
ます。
というのも、行政書士試験は、憲法・民法・行政法など基本法の知識が問
われる試験であり、法律系国家資格の登竜門ともいえるからです。実務の観
点からは、行政手続という幅広い間口を独占業務に持つ行政書士の資格に、
社会保険労務士資格や司法書士資格を組み合わせることで、業務に奥行きを
持たせることができます。学習の観点からは、公務員試験、司法書士試験、
法科大学院入試、宅建試験、ビジネス実務法務検定などが行政書士試験の試
験科目の一部と重複していますので、行政書士試験で学習した知識はこれら
の試験勉強におけるアドバンテージともなります。
また、本来、行政書士は独立開業型の資格なので、この資格単体での独立
開業も可能ですし、資格取得後の登録期間には制限がないため、学生の間や
時間に余裕があるうちに資格だけでも取得しておけば、いつでも、好きなと
きから実務を始めることも可能です。
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₂ 行政書士試験の概要

₁．行政書士試験ってどんな試験なの？
⑴　概　要
行政書士試験は１年に１回行われる法律系国家資格試験です。法律と一般
知識の２本立てでマークシート式と記述式で実施されます。

⑵　合格基準
【下記の要件のいずれも満たすこと】

合
格
！

50％
以上

法令等

40％
以上

一般知識等

60％
以上

法令等と
一般知識等の総合

＋ →
さらに

→

実 施 日 11月の第２日曜日
試験時間 13時〜16時（３時間）
受験資格 なし
願書提出 ８月上旬〜９月上旬
試験内容 法令科目（46問、マークシート式および40字記述式）

一般知識科目（14問、マークシート式）
※�平成27年度試験に関する詳細は、行政書士試験の実施機関である（財）行政書士試験研究センターが
発表する試験案内をご確認ください。

「行政書士の業務に関し
必要な法令等」科目の得
点が満点の50％以上であ
る者

「行政書士の業務に関連
する一般知識等」科目の
得点が満点の40％以上で
ある者

試験全体の得点が、満点
の60％以上である者

法令等の得点が、244点
中122点以上であること

一般知識等の得点が、56
点中24点以上であること

試験全体の得点が、300
点中180点以上であるこ
と
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⑶　試験出題内訳（データは平成26年度試験のもの）

₂．行政書士試験の特徴は？
⑴　絶対評価で実施される試験
行政書士試験は、成績上位者○％を合格させるという合格率を固定して合
格点が年度によって異なる試験ではなく、300点満点で180点以上を取れば合
格できる（※基準点クリアは条件）とする合格点を固定する絶対評価式で実
施されています。そのため、合格率は年度によって異なります。他の受験者
の出来不出来を気にせず、自分が180点以上を取るための学習をして、その成
果を本試験当日に発揮できれば合格できる試験といえます。

⑵　受験者数と合格者数の推移
［合格者数］
12,000

9,000

6,000

3,000

0

4.79％

8.64％
6.47％

9.05％ 9.19％
6.60％ 8.05％

3,385
70,713
2006

5,631
65,157
2007

4,133
63,907
2008

6,095
67,348
2009

4,662
70,586
2010

5,337
66,297
2011

合格者数

合格率

合格者数
受験者数

5,508
59,948
2012

10.10％

5,597
55,436
2013

配点 五肢択一式
（１問４点）

多肢選択式
（１問８点）

記述式
（１問20点）

法令
46問

基礎法学 ８点 ２問 — —
憲法 28点 ５問 １問 —
行政法 112点 19問 ２問 １問
民法 76点 ９問 — ２問
商法 20点 ５問 — —

一般知識
14問

政治経済社会 32点 ８問 — —

情報通信
個人情報保護

12点 ３問 — —

文章理解 12点 ３問 — —
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₃．どういった形式で出題されるの？
⑴　五肢択一式
５つの選択肢の中から正解と思う番号をマークシートにマークする形式で
の出題です。法律40問と一般知識14問がこの形式で出題されています。

⑵　多肢選択式
問題文のア〜エの４つの に１〜20までの用意された選択肢の中から
正解と思われる番号をマークする形式での出題です。法律３問がこの形式で
出題されています。

［出題例（平成22年問題９）］
通達に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。
１　通達は、法律の根拠なく発令・改廃することができるが、それに際しては、官報による
公示や関係機関の事務所における備付けその他適当な方法により国民に対して公にしなけ
ればならない。
２　通達は、国民の法的地位に影響を与えるものではないが、特段の理由もなく通達に反す
る処分については、平等原則に違反するものとして、相手方たる国民との関係においても
違法とされる余地がある。
３　通達は、国民の法的地位に影響を与えるものではないから、その発令・改廃行為は行政
事件訴訟法３条１項の「公権力の行使」および国家賠償法１条１項の「公権力の行使」に
はあたらない。
４　通達によって示された法令解釈の違法性が訴訟において問題となったとき、裁判所は、
行政庁の第一次的判断権の尊重の原則により、それが重大明白に誤りでない限り、当該通
達で示された法令解釈に拘束される。
５　通達は、上級行政機関が下級行政機関に対して発するものであり、上司たる公務員が部
下である公務員に発する職務命令と別のものであるから、通達に反する行為を行ったこと
と当該行為を行った公務員の職務上の義務違反との間には、直接の関係はない。

［出題例（平成22年問題42）］
取消訴訟の原告適格に関する次の文章の空欄 〜 に当てはまる語句を、枠内の
選択肢（１〜20）から選びなさい。
平成16年（2004年）の行政事件訴訟法（以下、「行訴法」という。）改正のポイントとして、
取消訴訟の原告適格の拡大がある。
取消訴訟の原告適格につき、行訴法９条（改正後の９条１項）は、「処分の取消しの訴え
及び裁決の取消しの訴え（以下「取消訴訟」という。）は、当該処分又は裁決の取消しを求
めるにつき を有する者……に限り、提起することができる。」と定めているが、最高
裁判例は、ここでいう「当該処分の取消しを求めるにつき『 を有する者』とは、当該
処分により自己の権利若しくは を侵害され又は必然的に侵害されるおそれのある者を
いう」と解してきた。しかしながら、裁判実務上の原告適格の判断が狭いとの批判があり、
平成16年改正により新たに行訴法９条に第２項が加えられ、「裁判所は、処分又は裁決の相
手方以外の者について前項に規定する の有無を判断するに当たつては、当該処分又は
裁決の根拠となる法令の規定の文言のみによることなく、当該法令の趣旨及び目的並びに当

ア エ

ア
ア

イ

ア



xiii

⑶　記述式
出題に対して40字程度で記述する形式での出題です。法律３問がこの形式
で出題されています。

４．過去問の変遷
⑴　〜平成11年
平成11年度試験までは試験委員制度導入前の問題でした。

⑵　平成12年〜平成17年
平成12年度から試験委員制度が導入されました。試験科目は、現在と違い、
法律科目では、基礎法学、憲法、行政法、民法、商法のほか、行政書士法、
戸籍法、住民基本台帳法、労働法、税法が出題され、一般知識では、漢字、
理科、数学の問題も出題されていました。

⑶　平成18年以降
平成18年度から現在の試験制度が導入されました。試験科目は、法律は、
基礎法学、憲法、行政法、民法、商法に絞られ、一般知識では、政治経済社会、
情報通信・個人情報保護、文章理解となりました。

該処分において考慮されるべき の内容及び性質を考慮するものとする」ことが規定さ
れた。そしてこの９条２項は、 の原告適格についても準用されている。

ウ
エ

１　差止め訴訟　２　法律上の利益　３　権限　４　憲法上保護された利益
５　事実上の利益　６　住民訴訟　７　実質的当事者訴訟　８　損害　９　利益　
10　法律上保護された利益　11　訴訟上保護された利益　12　立法目的　
13　訴訟上の利益　14　公益　15　うべかりし利益　16　不作為の違法確認訴訟　
17　法的地位　18　公共の福祉　19　紛争　20　形式的当事者訴訟

［出題例（平成22年問題44）］
Ｙ組合の施行する土地区画整理事業の事業地内に土地を所有していたＸは、Ｙの換地処分
によって、従前の土地に換えて新たな土地を指定された。しかし、Ｘは、新たに指定された
土地が従前の土地に比べて狭すぎるため、換地処分は土地区画整理法に違反すると主張して、
Ｙを被告として、換地処分の取消訴訟を提起した。審理の結果、裁判所は、Ｘの主張のとお
り、換地処分は違法であるとの結論に達した。しかし、審理中に、問題の土地区画整理事業
による造成工事は既に完了し、新たな土地所有者らによる建物の建設も終了するなど、Ｘに
従前の土地を返還するのは極めて困難な状況となっている。この場合、裁判所による判決は、
どのような内容の主文となり、また、このような判決は何と呼ばれるか。40字程度で記述し
なさい。
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３ 学習カリキュラムの立て方

学習スタート
₁．標準ペース型（学習期間₈ヶ月〜10ヶ月程度）

２ヶ月
目以降
の学習

最初の
１ヶ月 憲法から学習をスタートさせましょう。この科目の学習では、試験

合格に必要な知識の吸収や問題を解く練習のほかに、今後、民法・行
政法へと発展するため、学習方法を確立し、学習に慣れるということ
も意識しましょう。憲法全体を「天皇」、「人権」、「統治」の３つに分
け、まずは、テキストで天皇について条文の趣旨なども意識しながら
読みましょう。その後、問題集を使って天皇の項目についての問題を
解きましょう。さらにもう一度テキストに戻って天皇の知識の確認で
す。特に、問題を解いたときに間違えたものには、テキストにマーク
をしたり書き込みをするなどしておきましょう。次に、少し範囲を広
げ、「人権」、「統治」についても同様の作業をします。テーマごとに、
①テキストを読む→②問題を解いて出題パターンに慣れる→③テキス
トや条文で知識を確認するという順で進めましょう。

憲法の学習が一通り終わったら、民法・行政法に進みましょう。試
験におけるメインの学習がこの２科目なので、じっくり時間をかける
べき科目といえます。テキストをテーマ別に分け、テーマごとにテキ
スト読みと問題演習の繰返しを行います。民法は、「総則」（ 〜�

）、「物権」（ 〜 ）、「債権①」（ 〜 ）、「債権②」�
（ 〜 ）、「親族・相続」（ 〜 ）の５つに項目分けします。
行政法は、「行政法の一般的な法理論」（ 〜 ）、「行政手続法」�
（ 〜 ）、「行政不服審査法」（ 〜 ）、「行政事件訴訟法」�
（ 〜 ）、「国家賠償法（損失補償含む）」（ 〜 ）、「地方
自治法」（ 〜 ）の６つに項目分けします。
基本的には、①テキストを読む→②問題を解いて出題パターンに慣
れる→③テキストや条文に戻って知識の確認という流れは憲法と同じ
です。推奨する問題演習ツールは、『過去＆厳選問題集』（TAC出版）
です。一発合格シリーズにラインナップされています。

憲法からスタート

民法・行政法へと発展
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109 130 131 140

141 164

165 177 178 188

189 209 210 215

216 234



xv

直前期
の学習

８月〜
９月頃
の学習

₂．短期集中型（学習期間₃ヶ月〜₄ヶ月程度）
短期集中型では、最も配点の多い行政法から学習をスタートします（
〜 ）。まずテキストを一読して、あとは過去問やオリジナル問題を利用し
てひたすら問題演習に努めます。解説を読んだりテキストに戻ったりしつつ、
知識を積み上げていきましょう。次に、憲法（ 〜 ）、会社法（ 〜�
）、一般知識（ 〜 ）について、テキストで取り上げられているテ

ーマは読んでおきましょう。その後、民法の学習では記述対策を中心に、テ
キスト（ 〜 ）と択一問題演習を並行させる形で行うとよいでしょう。
テーマごとに「①テキスト読み→②択一問題を解く→③記述問題演習」を通
じて知識を高め、記述での得点力を向上させることに意識を向けます。
そして、直前期の本試験スタイルでの答案練習を行う段階では、その解説
部分を熟読するなどして、実戦的な知識の吸収・定着に努めましょう。

141

234

001 039 242

265 275 333

040 140

民法・行政法の学習をじっくり時間をかけて行えるように時間配分
した帳尻をこの２科目の学習時間で調整します。そのため、この科目
の学習は、テキスト掲載分だけを読むといったスタンスで取り組みま
しょう。ただし、会社法については問題演習も行っておくとよいでし
ょう。

情報分野は、①テキスト読み→②問題解き→③テキスト再読のスタイ
ルで学習を進め、一般知識の中での学習ウェイトを高く置くことを意識
しましょう。政治経済社会分野については、テキスト掲載のテーマを読
む程度でもかまわないでしょう。本試験では、どのようなテーマが扱わ
れやすいのか、本テキストで取り上げているテーマを通じて知っておき
ましょう。テキストで基礎をつけたら、直前期の模擬試験などを通じて
知識の拡充・定着を図りましょう。

直前期学習として意識的に取り組みたいのは「本試験スタイルでの
答案練習」です。そして、これらを通じて今までの知識の復習と新た
な知識の吸収を行い、本試験対応の知識へと発展させていきましょう。
可能であれば、スクールが実施する答練・模擬試験などに参加すると
よいでしょう。

商法・基礎法学の学習

一般知識の学習

直前期学習へ進む
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第1編
憲法

●学習ポイント●
平成26年の憲法での出題は択一式５問と多肢選択式１問の計６問でした。
憲法では、大きく分けて、人権分野の学習と統治分野の学習を行います。人

権分野での学習の中心は判例知識の整理です。最初は、人間には「〜の権利」
が保障されているが、これを公権力が規制している場合、その規制が憲法上許
されるかどうかを視点に置いて読みましょう。その後は、重要判例の争点部分
だけを読んで自分なりに回答し、答え合わせを兼ねて判旨概要を読み、知識整
理に努めましょう。一方、統治分野での学習の中心は国会・内閣・裁判所の条
文知識の整理です。条文趣旨も意識しながらチェックしていきましょう。最初
の学習科目が憲法となります。最初のうちは勉強に慣れることも大切ですので、
少しゆっくり目のペースで大丈夫ですから、本書での知識整理と合わせて実際
の試験問題における出題パターンにも慣れていきましょう。
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学習ガイダンス
1●平成18年度以降の出題傾向

択一式（●）５問・多肢選択式（▲）１問

Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26
１ 天皇 ●

２ 人権総論 ● ● ● ● ●

３ 幸福追求権 ● ●

４ 法の下の平等 ▲ ● ● ● ● ●

５ 自由権 ● ● ▲ ●●● ● ●▲ ●▲ ●

６
受益権・参政権・
社会権

● ● ●▲

７ 国会 ● ● ●▲ ● ●

８ 内閣 ● ▲ ● ●

９ 裁判所 ▲ ● ▲

10 財政 ● ● ●

11 総合・その他 ●● ●● ● ● ● ●

2●憲法とは
日本には日本国憲法というルールがあります。日本国憲法とは、国民の権利
を守るために国家権力を制限することを内容とした日本国において最高位に位
置するルールだと考えるとよいでしょう。

憲法には、国民主権（政治の主役は国民であるという考え方）・基本的人権の
尊重（人間であることにより当然に有する権利は国家によって侵されないとす
る考え方）・平和主義（戦争を放棄する考え方）という３大原理があります。

日本国憲法

国
民
主
権

人
権
尊
重

平
和
主
義

手段 目的⬅➡
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憲法は、基本的人権の尊重を根底に置く自由の基礎法といわれます。人権は、
憲法や国家によって与えられるものではなく、人間が生まれながらにして有す
る尊い価値のあるものです。しかし、権力者（君主）の手に政治を委ねれば、
このような尊い価値のある人権も権力者（君主）の独裁によって脅かされるお
それがあります。人権を守るためには、権力者（君主）に政治を委ねるのでは
なく、国民自らの手で政治を行うことが望ましいわけです。こうして、日本国
憲法では、政治の主役を国民とする国民主権の原理が採用されました。もっと
も、実際に国民が全員で集まって決議することは困難ですから、国民主権の原
理は、国民が代表者（国会議員）を選出し、その代表者によって国政を運営し
ていくシステムに具体化されます。
そして、基本的人権の尊重・国民主権・平和主義を基本原理とする日本国憲
法は、国の最高法規に位置づけられています。つまり、憲法は最も強い形式的
効力を有し、法律の制定や行政活動は憲法に従って行われなければならず、も
し憲法に違反する法律や行政処分があった場合、それらは無効となります。

3●憲法の学習体系

幸福追求権（13条）、法の下の平等（14条）
自由権　－　精神的自由権　　思想・良心の自由（19条）
　　　　　　　　　　　　　　信教の自由（20条）
　　　　　　　　　　　　　　表現の自由（21条）
　　　　　　　　　　　　　　学問の自由（23条）
　　　　　　経済的自由権　　職業選択の自由（22条）
　　　　　　　　　　　　　　財産権（29条）
　　　　　　人身の自由（18条、31条、33条～39条）
受益権　－　請願権（16条）、裁判を受ける権利（32条）、
　　　　　　国家賠償請求権（17条）、刑事補償請求権（40条）
参政権（15条）
社会権　－　生存権（25条）、教育を受ける権利（26条）、
　　　　　　勤労権・労働基本権（27条・28条）

天皇（1条～8条）
国会（41条～64条）
内閣（65条～75条）
裁判所（76条～82条）
財政（83条～91条）
地方自治（92条～95条）
憲法改正（96条）

人　権

統　治
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⑴　人　権
人権分野では、オーソドックスな判例問題への対応を考えて、判例読解を心
がけましょう。行政書士試験の憲法人権の出題には、「〜に関する次の１〜５
の記述のうち、最高裁判所の判例に照らして、正しいものはどれか。」という
タイプの問題が最もオーソドックスだからです。例えば、平成21年度試験では
憲法22条（職業選択の自由）、憲法19条と20条（思想良心の自由と信教の自由）
を題材としてこのタイプで出題されています。また、平成20年度試験では社会
権を題材に、平成19年度試験では外国人の人権を題材にやはり同じタイプの出
題がありました。
判例は、事案を読んでイメージすることが大切です。①憲法上の話として何
が問題となっているのか（誰のどんな人権が制約されているか）、②公権力（法
律、行政処分、裁判所の命令など）による制約は果たして妥当といえるのか、
それとも行き過ぎた制約やする必要のない制約になってしまっていないか、と
いった視点を持って読んでいきましょう。そして、問題集や過去問を使って憲
法人権が範囲となっている問題を解いて、問題に慣れましょう。憲法の知識が
具体的にどういった形式で出題されているのかを自分なりに体得することが重
要です。
※判例
裁判例のこと。本テキストにおける「最判平10.10.10」の表記は「平成10年
10月10日の最高裁判所の判決」を、「最大判平10.10.10」の表記は「平成10年10
月10日の最高裁判所大法廷の判決」を、「最決平10.10.10」の表記は「平成10年
10月10日の最高裁判所の決定」を、それぞれ意味します。
⑵　統　治
統治分野では、国会・内閣・裁判所が行政書士試験における重要項目になっ
ています。そして、この分野は条文知識を端的に問う問題も多いため、条文暗
記も重要になってきます。もちろん、一言一句丸暗記の必要まではありません
が、キーポイントになる語句をしっかり把握していることは大切です。例えば、
憲法55条では、「両議院は、各々その議員の資格に関する争訟を裁判する。但し、
議員の議席を失はせるには、出席議員の３分の２以上の多数による議決を必要
とする。」と規定されています。これは、自分のところのメンバーの資格の有
無について争いが生じたら、それは議院が自分で判断したらいいじゃないかと
いう趣旨のもと、国会議員の資格争訟裁判に関する裁判権を、本来司法作用を
担うべき裁判所ではなく、議院に持たせることにしようという内容の条文です。
条文暗記も重要ですが、「司法作用を議院が担っている」という角度からチェ
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ックしておく必要もあるのです。このように、「資格争訟裁判は、司法権であ
るが、議院の自律性尊重という観点から、それを裁判所ではなく、議院に行わ
せている」という押さえ方をするわけです。試験対策でいえば、この条文は、
平成14年問題３肢４にあった単純知識系のパターンのほか、平成20年問題５肢
ウのような角度を変えて知識を問うパターンにも対応できるようにしなければ
なりません。

内閣の組織
衆議院の解散と
　内閣総辞職
内閣の権限

内　閣

司法権
裁判所の組織
裁判官の身分保障
最高裁判所の権限

裁判所

国会の地位
衆議院の優越
国会議員の地位
国会の活動
議院の会議、議院の権限選挙

国　会

国　民

❑ 平成27年度試験に向けて

人権分野では、判例の「人権の認定」や「一般論」の部分は覚える項目になり
ます。例えば、三菱樹脂事件での憲法の私人間への適用の仕方、ノンフィクショ
ン逆転事件での「前科を公表されないこと」の位置づけ、博多駅テレビフィルム
提出命令事件での「報道の自由」や「取材の自由」の位置づけ、などです。また、
判例が出している「結論」が合憲なのか違憲なのかも覚える項目です。

統治分野では、条文を次の２つの観点から読んでいきましょう。まず、「誰が
どんな仕事をしているか？」といった観点から読みます。例えば、憲法55条でし
たら「資格争訟の裁判という仕事をしているのは裁判所ではなくて議院である。」
と覚えましょう。もう１つは、「なぜ？」といった観点から読みます。どうして、
このような条文の内容にしたのだろうかを考えながら読んでいきましょう。直前
期には、条文を通読する必要もありますが、最初は、ひとつひとつ丁寧に考えな
がら読んでいきましょう。
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【１条】
　天皇は、日本国の象徴であり日本国民統合の象徴で
あつて、この地位は、主権の存する日本国民の総意に
基く。

天皇制001

1●象徴天皇制

趣　旨

　憲法では、国民主権原理を採用しているが、天皇制は象
徴制という形で残された。明治憲法下においても、天皇は
象徴としての地位を有していたが、その地位は統治権の総
攬者としての地位の背後に隠れていた。これに対し、日本
国憲法では、天皇から国政に関する権能を奪い、象徴とし
ての地位だけを存置する形とした。

明治憲法

象
徴

政
治

◯ ◯

日本国憲法

象
徴

政
治

◯
（存置）

国民

×

■主権概念
①国家の統治権 ②国家権力の

　最高独立性
③国政の　　
　最高決定権

ex.日本国ノ「主
権」ハ本州、北海
道、九州及四国並
ニ吾等ノ決定スル
諸小島ニ局限セラ
ルベシ（ポツダム
宣言）

ex.政治道徳の法
則は、普遍的なも
のであり、この法
則に従ふことは、
自国の「主権」を
維持し、他国と対
等に立たうとする
各国の責務である
と信ずる（前文３
段落）

ex．天皇は、日本
国の象徴であり日
本国民統合の象徴
であつて、この地
位は、「主権」の
存する日本国民の
総意に基く（１条）

「天皇」からは、直
近で平成18年に出題
されているが、しば
らく間があいている
のでチェックはして
おこう。

「明治憲法」とは、
1890年に施行された
大日本帝国憲法のこ
と。

「天皇ハ国ノ元首ニ
シテ統治権ヲ総攬シ
此ノ憲法ノ条規ニ依
リ之ヲ行フ」（明治
憲法４条）

主権の概念は多義的
であり、一般に、①
国家権力そのもの、
②国家権力の最高独
立性、③国政の最高
決定権の３つの意味
に区分される。憲法
１条で用いられてい
る「主権」は③の意
味で用いられてい
る。

1 2 3

板書で理解
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第1章▶天皇

皇室典範の定めるところにより摂政を置くときは、摂政は、天
皇の名でその国事に関する行為を行う。（H10-21-ア）

❢ 確認問題
答　○
天皇の名で行う。

2●世襲制

【２条】
　皇位は、世襲のものであつて、国会の議決した皇室
典範の定めるところにより、これを継承する。

【５条】
　皇室典範の定めるところにより摂政を置くときは、
摂政は、天皇の名でその国事に関する行為を行ふ。こ
の場合には、前条第１項の規定を準用する。

【８条】
　皇室に財産を譲り渡し、又は皇室が、財産を譲り受
け、若しくは賜与することは、国会の議決に基かなけ
ればならない。

趣　旨

趣　旨

趣　旨

　憲法14条１項の定める平等原則からすれば、世襲制は認
められないはずだが、それでは天皇制を維持することが困
難となるため、皇位における世襲制を規定した。

　天皇が国事行為を行えない場合に備えて、天皇に代わっ
てその行為を行える法定の代行機関の制度を設けた。

　皇室に大きな財産が集中したり、皇室が特定の個人と金
銭授受を介して特別な関係を持つことを防止するために、
憲法８条では、皇室財産の授受には国会の議決を必要とし
た。

3●摂　政

4●皇室財産の管理

「摂政」とは、天皇に
代わって国事行為を
行う法定の代行機関
のこと。

「賜与」（しよ）とは、
目上の者が目下の者
に与えること。

摂政は、①天皇が未
成年のとき、②皇室
会議で天皇が精神・
身体の重患または重
大な事故により国事
に関する行為を自ら
することができない
と判定されたとき
に、置かれる（皇室
典範16条）。
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板書で理解

天皇の国事行為002

天皇が任命するの
は、行政のトップと
司法のトップにあた
る人物２人だけであ
る。

「三権分立」とは、
国家権力を立法権、
行政権、司法権に３
つに分け、それぞれ
を別の機関に担当さ
せる考え方のこと。

1●天皇による任命

【６条】
①�　天皇は、国会の指名に基いて、内閣総理大臣を任
命する。
②�　天皇は、内閣の指名に基いて、最高裁判所の長た
る裁判官を任命する。

趣　旨

　内閣総理大臣は行政府の長としての地位、最高裁判所の
長たる裁判官は司法府の長としての地位を有するため、そ
の任命行為は、天皇の国事行為とされた。なお、天皇の非
政治性の原則の観点および三権分立の観点から、内閣総理
大臣の任命行為は国会の指名に基づくもの、最高裁判所の
長たる裁判官の任命行為は内閣の指名に基づくものとし、
天皇の任命行為が形式的・儀礼的なものであることを示し
た。

「最高裁判所の裁判
官」は、長官１名と
判事14名から成る。
長官の任命権者は天
皇であるが、その他
の判事の任命は内閣
が行う。

「内閣」は、首長た
る内閣総理大臣とそ
の他のメンバーであ
る国務大臣で組織さ
れる。内閣総理大臣
の任命権者は天皇で
あるが、その他の国
務大臣の任命は内閣
総理大臣が行う。

①　天皇は象徴
　天皇に行政のトップと司法のトップにあたる人物の
任命権を持たせた。
　　　
②　天皇は非政治的存在
　誰にするかという実質的な判断を、国政に関する権
能を有しない天皇に行わせることはできないから、別
の機関が指名することにした。
　　　
③　三権分立
　行政のトップは行政以外の機関で指名、司法のトッ
プは司法以外の機関で指名することにした。

1 2 3
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天皇の国事に関するすべての行為には、内閣総理大臣の助言と
承認を必要とし、内閣総理大臣がその責任を負う。（Ｈ９-24-２）

❢ 確認問題
答　×
助言と承認をするの
は内閣であり、責任
を負うのも内閣。

「内閣」の助言と承認
であって、内閣総理
大臣の助言と承認で
はないことに注意。

「天皇は、内閣の助言
と承認により、国民
のために、左の国事
に関する行為を行ふ。
一　憲法改正、法律、

政令及び条約を公
布すること。

二　国会を召集する
こと。

三　衆議院を解散す
ること。

四　国会議員の総選
挙の施行を公示す
ること。

五　国務大臣及び法
律の定めるその他
の官吏の任免並び
に全権委任状及び
大使及び公使の信
任状を認証するこ
と。

六　大赦、特赦、減
刑、刑の執行の免
除及び復権を認証
すること。

七　栄典を授与する
こと。

八　批准書及び法律
の定めるその他の
外交文書を認証す
ること。

九　外国の大使及び
公使を接受するこ
と。

十　 儀 式 を 行 ふ こ
と。」（７条）

2●内容の助言と承認

3●天皇の権能

【３条】
　天皇の国事に関するすべての行為には、内閣の助言
と承認を必要とし、内閣が、その責任を負ふ。

趣　旨

　天皇の国事行為には内閣の助言と承認を必要とすること
で、その行為について内閣が責任を負い、天皇が責任を負
うことはないとした（天皇無答責）。

【４条】
①　天皇は、この憲法の定める国事に関する行為のみ
を行ひ、国政に関する権能を有しない。
②　天皇は、法律の定めるところにより、その国事に
関する行為を委任することができる。

趣　旨

　天皇が政治からは離れた存在であることを強調するた
め、１項では、天皇の権能は国事行為にのみ及び、国政に
関する権能を有しないことを明記した。また、天皇が病気
などにより一時的に国事行為を行えない場合に対処するた
め、２項では、臨時代行の制度を設けた。
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基本的人権の保障003

国が親代わりとなっ
て私人の行動に干渉
する形での制約を、

「パターナリスティ
ックな制約」という。
このような制約は、
原則として許され
ず、人格的自律その
ものを回復不可能な
程度に永続的に害す
る場合など限定的な
場面で許されるにす
ぎない。

「公共の福祉」は他
者加害防止のための
制約であるといえ
る。これに対し、「パ
ターナリスティック
な制約」は自己加害
防止のための制約で
あるといえる。

「公共の福祉」は、
人権相互が矛盾衝突
する場合にそれを調
整するための原理で
あり、すべての人権
に内在するものであ
ると考えておくとよ
い。

1●公共の福祉
　憲法では、人権を永久不可侵の権利として保障している
（11条）。しかし、それは人権が絶対無制約であることを意
味するものではなく、人権も、社会や他人の人権との関係
で制約されることはある。例えば、表現の自由は他人のプ
ライバシーを侵害してもなお絶対的に保障されるものでは
ない。他人にプライバシーが保障される反面、プライバシ
ー侵害になる表現は制約されることもある。このように、
個人に保障された人権も、他人の人権との関係において制
約されるのである（他者加害防止）。

A B

裁　判　所

出版差止命令

プライバシー 表現の自由

なぜ公権力がＢの人権
を制約できるのか？
⇒公共の福祉が制約根
拠となる

2●私人間効力
　憲法の人権規定は、本来的には公権力との関係において
国民の権利・自由を保障するものである。しかし、国民の
権利・自由は私企業から脅かされることもある（ex.民間
企業による従業員に対する差別的取扱い）。
　そこで、このような私人からの人権侵害に対しても憲法
の人権規定を適用すべきではないかが問題となる。
　判例は、憲法はもっぱら公権力と個人との関係を規律す
るものであり、私人相互の関係を直接規律するものではな
いと示すが、民法の一般条項などの運用を通じて、私人間
にも憲法の規定が間接的に適用されることを認めている
（三菱樹脂事件、最大判昭48.12.12）。

私人間は「しじんか
ん」と読み、一般市
民同士の間という意
味である。

1 2 3

板書で理解
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板書で理解

憲法19条、21条、23条等のいわゆる自由権的基本権の保障規定
は、国又は公共団体の統治行動に対して個人の基本的な自由と
平等を保障することを目的とした規定であって、専ら国又は公
共団体と個人との関係を規律するものであり、私人相互間の関
係について当然に適用ないし類推適用されるものでない。（Ｈ
18-３-５）

❢ 確認問題
答　○
判例は直接適用説を
採らない。

間接適用説に立って
も、憲法の条文の趣
旨から私人間に直接
的に適用される人権
規定もある（ex.勤
労 者 の 団 結 権、28
条）。

私企業が特定の思
想・信条を有するこ
とを理由としてその
者の雇入れを拒むこ
とは、違法ではない

（三菱樹脂事件、最
大判昭48.12.12）。

私企業が就業規則で
男女別定年制を定め
ることは、違法であ
る（日産自動車事件、
最判昭56.3.24）。

「公の秩序又は善良
の風俗に反する事項
を目的とする法律行
為は、無効とする。」

（民法90条）

B

A B A B

直接適用 間接適用

憲　法

本来

憲　法

公権力

民　法

憲　法

行為・規則
（差別的内容）

民法90条
「公序」違反だから無効

A企業
⇦

B

憲法14条では差別はダメと規定
されているから、これを民法90条
に取り込んで解釈すると、差別す
ることが公序に違反することに
なる

■判例〈百里基地訴訟（最判平元.6.20）〉
　自衛隊の百里基地の建設に際して国と私人との間でなさ
れた用地売買契約について、最高裁は、憲法９条は私法上
の行為について直接適用されるものではないと判断した。

板書で理解
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幸福追求権004

1●憲法13条

「個人情報」とは、
生存する個人に関す
る情報であって、当
該情報に含まれる氏
名、生年月日その他
の記述等により特定
の個人を識別するこ
とができるもの（他
の情報と容易に照合
することができ、そ
れにより特定の個人
を識別することがで
きることとなるもの
を含む。）のこと（個
人情報保護法２条１
項）。

「ノンフィクション
逆転事件」（最判平
6.2.8）では、ＡがＢ
の前科等を実名つき
で公表したことに対
し、前科等にかかわ
る事実については、
これを公表されない
利益が法的保護に値
する場合があること
を認め、Ａがそれを
公表する理由よりも
Ｂの公表されない法
益の方が勝る場合に
は、Ａは、Ｂが受け
た精神的苦痛を賠償
する必要があるとし
ている。

【13条】
　すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由
及び幸福追求に対する国民の権利については、公共の
福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、最大
の尊重を必要とする。

　そもそも人権は、国家や憲法によって与えられるもので
はなく、人間が人間であるというだけで当然に有するもの
である。
　憲法では、14条以下において詳細な人権規定が設けられ
ているが、それは憲法制定当時に公権力により侵害される
ことの多かった権利を列挙したものにすぎず、すべての人
権を網羅的・限定的に掲げたものと考えるべきではない。
　時代が変わり、社会の変化に伴って、個人の人格的発展
のために必要不可欠な基本的な権利として保護に値すると
考えられるようになった法的利益は、憲法の条文にその言
葉が明文化されていなくても、新しい人権として憲法上保
障される人権の一つとして解することが妥当である。
　そして、その場合、その根拠となる規定が憲法13条であ
ると考える。
　例えば、プライバシーや肖像権といったものは、憲法の
条文上、その文言は用いられていないが、憲法13条を根拠
に導き出された新しい人権の一つといえる。

2●プライバシー関連
　判例には、みだりに前科等に関わる事実を公表されない
ことは、法的保護に値する利益を有するとしたもの（ノン
フィクション逆転事件、最判平6.2.8）、氏名・連絡先とい
った個人情報は、秘匿すべき必要性が高いものではないが、
プライバシーに関わる情報として法的保護の対象となると

1 2 3
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警察官が正当な理由もないのに、個人の容ぼう等を撮影するこ
とは、憲法13条に違反するが、公共の福祉のために必要な場合
には許される場合がある。（Ｈ13-５-３）

❢ 確認問題
答　○
警察官による無断撮
影も一定の場合には
許容される。

3●肖像権関連

したもの（早大講演会事件、最判平15.9.12）、みだりに指
紋の押捺を強制されない自由は、個人の私生活上の自由の
一つとして保障されるとしたもの（外国人指紋押捺拒否事
件、最判平7.12.15）がある。

重要判例

事案	 京都府学連が主催したデモ行進に際して、警察官が、この行進が許可条件に違反
するとして、証拠保全のためにこれに参加していたＡを写真撮影した事件。

争点	 警察官が証拠保全のために、本人の意思に反し、無令状で個人の容貌等を撮影す
ることは、肖像権（憲法13条）を侵害するのではないか。

	 ◦�個人の私生活上の自由の一つとして、何人も、その承諾なしにみだりにその容

貌・姿態を撮影されない自由を有し、警察官が正当な理由もなく個人の容貌・

姿態を撮影することは憲法13条の趣旨に反し許されない。

	 ◦�しかし、その自由も絶対無制限に保護されるものではなく、公共の福祉のため

に相当の制限を受け、犯罪の証拠保全の必要性・緊急性があり、撮影方法も一

般的に許容される限度を超えない相当な方法をもって行われる場合には、本人

の同意がなく、裁判官の令状がなくても、警察官の写真撮影行為は許容される。

	 ◦�本件写真撮影行為は、憲法13条に違反しない。

Ａ

無断撮影 ……………理由：証拠保全
方法：相当な方法で撮影

許可条件に反する方法でデモ

肖像権

警察官

判旨
概要

京都府学連事件（最大判昭44.12.24）
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